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（資料）センサス局および労働統計局よりニッセイ基礎研究所作成

１. 鉱工業生産指数はＵＡＷストの影響で自動車関連を中心に 23 年 10 月に落ち込んだもの

の、その後は回復基調が持続。自動車関連の統計からは一段の回復余地が見込まれる。 

２. ただし、ＩＳＭ製造業景況感指数は景況感、生産、新規受注ともに好不況の境となる 50

を下回っているほか、全米製造業協会（ＮＡＭ）による今後 1 年間の生産見通しも下方

修正の動きが継続している。 

３. 一方、製造業の建設支出は半導体を中心に 22年以降大幅に増加。米政府による投資イン

センティブとして巨額の補助金を盛り込み 22年 8月に成立した「ＣＨＩＰＳと科学法」

の効果が大きく、当面は半導体関連の建設支出は堅調に推移する見込み。 

４. 製造業の雇用はＵＡＷストの影響で 10 月から 12 月にかけて変動が大きくなっているも

のの、23年以降は概ね横這い。ＮＡＭによる会員企業に対する経営課題調査では熟練労

働者の確保が喫緊の課題として指摘。 

５. 製造業は半導体関連の建設支出などの堅調が見込まれるほか、短期的には自動車生産の

一段の回復が見込まれるものの、製造業の景況感は低迷する中で製造業の本格的な回復

は当面は見込み難いだろう。 
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１． はじめに 

米国の製造業はコロナ禍に伴う経済活動の停滞などにより、生産の落ち込みがみられたものの、

その後は経済対策による財需要の増加や、経済正常化に伴う供給政策の解消などにより鉱工業生産

は緩やかな回復がみられる。もっとも、エネルギー分野など鉱業の大幅な増産や、半導体不足の解

消に伴う自動車生産の増加もあって生産の回復がみられるものの、自動車を除く製造業の生産は回

復の足踏み状態が続いている。また、自動車関連も全米自動車労組（ＵＡＷ）ストの影響で 23 年

10月に自動車関連の生産は大幅に落ち込んだ。 

製造業の景況感を示すＩＳＭ製造業指数は 21年 3 月にピークをつけた後、22年 11 月から 14 ヵ

月連続で好不況の境となる 50 を下回る状況が続いているほか、ＮＡＭの生産見通しも製造業の回

復は足踏み状態が続いていることを示している。 

一方、近年の米中対立を背景として経済安全保障分野において半導体が戦略物質として認識され

る中、21年以降に半導体の製造設備に対する投資インセンティブとして巨額の補助金を目玉とする

半導体の国内製造強化策が実施された効果によって 22 年以降、製造業の建設支出は急激に増加し

た。 

また、米国の製造業雇用者数はＵＡＷストの影響で 23年 10月以降変動が大きくなっているもの

の、23年を通じて雇用者数は概ね横這いに留まっている。ＮＡＭの調査では製造業企業の最優先課

題として熟練労働力の確保が挙げられており、熟練労働力の不足が継続している。 

本稿は米国の製造業の動向について鉱工業生産の最近の動きや製造業の建設支出に加え、製造業

雇用の状況について解説するほか、今後の見通しについても論じた。結論から言えば、製造業は半

導体関連の建設支出などの堅調が見込まれるほか、短期的には自動車生産の一段の回復が見込まれ

るものの、製造業の景況感は低迷する中で製造業の本格的な回復は当面は見込み難いだろう。 

 

２． 米国の製造業の動向 

（鉱工業生産）ＵＡＷストの影響で 23年 10月に大幅低下、足元で自動車中心に回復 

鉱工業生産指数の21年以降の推移をみると、

鉱工業生産指数全体では緩やかな増加が持続

している（図表 2）。もっとも、主要項目別の動

きをみると、鉱業が大幅に増加しているほか、

製造業のうち、自動車・部品についても 21 年

後半以降は回復基調が持続している。一方、自

動車関連を除いた製造業では概ね横這い圏で推

移しており、回復が足踏みしていることが分か

る。 

また、足元の鉱業生産指数（前月比）をみる

と、ＵＡＷストの影響で 23年 10月の自動車・

部品が▲9.9％と大幅に落ち込んだ影響により、総合指数が▲0.8％と大幅な落ち込みとなった後、

11 月が横這い、12 月が+0.1％と緩やかな回復がみられている（図表 3）。ＵＡＷストが解消された

こともあって自動車・部品生産が 11 月に+7.4％、12 月に+1.6％と 2 ヵ月連続で増加に転じたこと

が大きい。もっとも、10月からの落ち込み幅に比べてその後の回復ペースが鈍いこともあって、四

（図表 2） 

 

80

85

90

95

100

105

110

115

120

125

130

2021 2022 2023

鉱工業生産指数（主要項目別）

鉱工業生産 製造業(除く自動車・部品） 自動車・部品 鉱業 公益

（17年＝100）

（注）季節調整済

（資料）FRBよりニッセイ基礎研究所作成



3｜               ｜Weeklyエコノミスト・レター 2024-02-02｜Copyright ©2024 NLI Research Institute All rights reserved 

半期ベースでみた総合指数は 23 年 10－12 月期期が前期比年率▲3.1％減と 20 年 4－6 月期以来の

大幅な減少となった。 

一方、自動車組立台数をみるとストの影響で 23年 10月に年率 920万台と 9月の 1,090万台から

大幅に低下した後、12月には 1,080万台まで増加した（図表 4）。もっとも、12月は 23年初から 9

月までの平均組立台数（1,090 万台）を依然として 10 万台下回っている。また、自動車在庫/販売

は半導体不足により自動車生産が低迷した 22年 2月の 0.4から増加基調にあるものの、23年 12月

でも 1.3とコロナ禍前の 2台前半を大幅に下回っており、当面は自動車生産に一段の回復余地があ

るとみられる。 

 

さらに、鉱工業生産指数のうち、電力や天然ガスなどの公益は暖冬の影響から 23年 9月から 4ヵ

月連続でマイナスとなっていたが、24年 1月は寒波の影響で気温が低下していることから、1月は

増加に転じることもあって、短期的には鉱工業生産の回復は継続するとみられる。 

もっとも、製造業企業の景況感を示すＩＳＭ製造業指数は総合指数が 21年 3月の 63.8をピーク

に低下し、23 年 12 月が 47.4 と 22 年 11 月以降は好不況の境となる 50 を 14 ヵ月連続で下回るな

ど製造業の景況感は低迷している（図表 5）。また、生産指数も 22年 11月以降は 50を挟んで一進

一退の動きとなっているほか、生産の先行指標である新規受注は 22 年 9 月から 16 ヵ月連続で 50

を下回るなど今後も生産が低迷する可能性を示唆している。 

一方、全米製造業協会（ＮＡＭ）の会員企業に対する景況感調査でも 22年 10－12月期から 23年

10－12月期まで 5期連続で好不況の境となる 50を下回っている（図表 6）。 
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さらに、今後1年間の生産増加率の見通しは22年1－3月期から下方修正する動きが続いており、

23 年 10－12 月期が+1.7％と 23 年 1－3月期の+1.6％は小幅上回ったものの、それを除けばコロナ

禍で生産が大幅に落ち込んだ 20年 4－6月期以来の水準まで低下しており、下方修正の動きに歯止

めがかかっていない。 

このため、鉱工業生産指数は短期的には回復が続くとみられるものの、当面本格的な回復は見込

み難い状況と言えよう。 

 

（製造業建設支出）半導体関連を中心に 22年以降大幅に増加 

鉱工業生産が低迷しているのとは対照的に民間建設支出のうち、製造業関連の建設支出が実質ベ

ースで 21年 12月の 1,010億ドルから 23年 12月が 2,099億ドルと倍増するなど非常に好調である

（前掲図表 1）。項目別の内訳をみると全項目で増加しているものの、とりわけ、コンピュータ・電

気・電子関連が同期間で 236 億ドルから 1,177 億ドルに急増して全体を押し上げたことが分かる。 

22年以降にコンピュータ・電気・電子関連の建設支出が急増した要因として半導体の国内製造強

化を目指す米国の産業政策が奏功し、半導体関連施設の建設支出が増加したことが指摘されている。

米国では近年の米中対立を背景として経済安全保障分野において半導体が戦略物資として認識され

ており、議会は半導体製造設備に対する投資インセンティブとして、対象事業者に 1件当たり原則

として最大 30億ドルの補助金を支給する枠組みを盛り込んだ CHIPS for Americaを 21会計年度国

防授権法の一部として 21 年 1 月に成立させたほか、その補助金を支給するための予算手当として

半導体分野に 5年間で 527億ドルの拠出を盛り込んだ CHIPS and Science ACT（CHIPSと科学法）

を 22年 8月に成立させた。 

実際に、これらの産業政策は半導体関連企業の意思決定に大きな影響を与えている。世界最大の

半導体メーカーである台湾のＴＳＭＣは 20 年 5 月にアリゾナ州で 120 億ドルを投じて最先端の半

導体工場を建設する計画を発表したが、決定の決め手となったのが巨額の補助金を前提としたトラ

ンプ前政権の積極的な誘致とされている。 

さらに、ＴＳＭＣ以外にも多くの半導体関連企業が積極的な投資計画を発表している。米国の半

導体工業会（ＳＩＡ）によれば、ＴＳＭＣが 22年 12月に新たに第 2工場として追加で 280億ドル

の投資を発表し総額 400億ドルとしたほか、テキサス・インスツルメンツ、インテル、マイクロン、

サムスン電子などが新工場建設に 100億ドルを超える投資計画を発表している（図表 7）。 

また、ＳＩＡによれば新設工

場に加え、既存工場の拡張や半

導体チップの製造に使用される

材料や製造装置を供給する施

設、研究開発拠点の建設など 70

を超える新規の半導体関連の計

画が発表されており、国内製造

能力増強の民間投資は 22 州で

2,200 億ドルに達していること

が示されている。 

これらの半導体関連投資計画

の一部では既に工場建設が開始

されており、早ければ年末にも生産が開始される予定になっているが、多くの投資計画はこれから

（図表 7） 

 

今後10年間の主要な半導体関連投資計画（20年5月～23年12月発表分）

企業名 投資場所 投資金額 投資種別

TSMC アリゾナ州 400億ドル 新規に2工場建設

テキサス・インスツルメンツ テキサス州 300億ドル 新規に4工場建設

インテル アリゾナ州 200億ドル 新規に2工場建設

マイクロン ニューヨーク州 200億ドル 新規に4工場建設

インテル オハイオ州 200億ドル 新規に2工場建設

サムスン電子 テキサス州 173億ドル 新規に工場建設

マイクロン アイダホ州 150億ドル 新規に工場建設

テキサス・インスツルメンツ ユタ州 110億ドル 新規に工場建設

NY　CREATES ニューヨーク州 100億ドル 既存事業の拡大

（資料）米半導体工業会（SIA）のHPよりニッセイ基礎研究所作成

（注）投資金額順、100億ドル以上の計画のみ。NY　CREATESはNY州に価値の高いハイテク企
業を成長させるための研究開発、イノベーションハブ、商業化促進企業。IBM、マイクロン、アプ
ライドマテリアルズ、東京エレクトロンがパートナー
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建設が本格化するため、今後も数年間は、半導体関連主導で製造業建設の堅調な状況が見込まれて

いる。 

 

（製造業雇用）熟練労働者の人手不足が継続 

最後に製造業雇用の状況を確認したい。製造業の雇用者数（前月比）はＵＡＷストの影響で自動

車・部品の雇用者数が 23 年 10 月に▲3.2 万人減少したことから製造業雇用全体でも▲3.8 万人減

少した（図表 8）、その後、スト解消に伴って 11月に自動車・部品が+3.1万人の増加に転じたこと

から製造業全体でも+2.6万人増加するなど変動が大きくなっている。 

もっとも、これらの特殊要因を除けば製造業の雇用者数は、23年以降大きな増減はみられておら

ず、製造業雇用者数は 1,300万人弱の水準で概ね横這い推移となっていることが分かる。 

また、製造業の求人数は 22 年 4 月の 102.4 万人をピークに減少しているものの、23 年 12 月が

60.1 万人と 23 年 5 月以降は 50 万人台後半から 60 万人程度で推移しており、コロナ禍前の 40 万

人程度から高止まりしている（図表 9）。失業者数に対する求人数の比率も 23 年 12 月が 1.3 と 22

年 12月の 2.9からは低下しているものの、コロナ禍前の 20年 1月の 0.8を依然大幅に上回ってお

り、製造業の労働需給は逼迫している。 

 

 

このような状況を反映して前述のＮＡＭによ

る製造業企業に対するビジネスの優先課題に関

するヒアリングでは「熟練同労者の確保」が優

先課題とする回答割合が 71.4％と「国内経済

の弱さと売上低迷」（63.7％）などの項目を抑

えて 13項目中最も高くなっている（図表 10）。 

このため、鉱工業生産などは厳しい状況が続

くなど、製造業の需要は軟調となっているもの

の、製造業の雇用者数が横這いとなる中で、製

造業企業にとっては如何に熟練労働者を確保し

ていくかが喫緊の経営課題となっている。 

 

 

（図表 8） 

 

（図表 9） 

 

（図表 10） 
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世界経済の弱さと輸出の減少

運送・配送費用の上昇

サプライチェーンの課題

原材料価格の上昇

医療保険料の上昇

好ましくない事業環境（税・規制）

国内経済の弱さと売上低迷

熟練労働者の確保

ビジネスの優先課題（23年４Q調査）

（注）ビジネスの優先課題と回答した割合。複数回答できるために合計は100％を超える

（資料）NAMよりニッセイ基礎研究所作成
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３． 今後の見通し 

これまでみたように米国の製造業は半導体の国内製造強化を目指す産業政策などによって製造業

の建設支出は当面堅調が見込まれる。また、昨年秋口のＵＡＷストの影響で落ち込んだ自動車関連

の生産のもう一段の回復が見込まれることから、短期的には鉱工業生産の回復が続くとみられる。 

もっとも、製造業の景況感が低迷する中で生産見通しは下方修正の動きが続いているほか、製造

業の雇用者数が概ね横這いとなる中で熟練労働力の確保が困難となっていることなどもあって、当

面製造業の本格的な回復は見込み難いだろう。 
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